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トラリアの影響力が低下しつつある。●中国の南太平洋進出　
二〇〇〇年代半ば以降、太平洋
島嶼国と との関係強化は様々な面においてみられる。温家宝首相、習近平副主席のフィジー訪問、フィジーのバイニマラマ首相による四度の訪中、ＰＮＧのオニール首相の訪中などが示すように、ハイレベルによる相互訪問が活発に行われてい 。また 二〇一〇年八～一〇月には、二隻の 国艦艇がＰＮＧ、バヌアツ、トンガを親善訪問し、さらには、ＰＮＧ、フィジー、トンガに対して武器供与をはじめとする軍事援助を行うなど、軍事交流および防衛分野での連携強化がみられる。　
中国の太平洋島嶼地域への影響
力拡大は開発援助においてもみら
　
南太平洋島嶼国にとって最大の
援助ドナー国および貿易相手国であり、また主要な安全保障パートナーであるオーストラリアは、南太平洋地域 特にメラネシア（パプアニュ ギニア［ＰＮＧ］ 、ソロモン諸島、フィジー、バヌアツから成る）において、独占的な影響力を保持してきた。しかし 近年、南太平洋をとりまく国際関係は大きく変わりつつある。その最たるものが中国の進出である。中国の進出は、南太平洋島嶼国 パートナーの新たな選択肢を与えるとともに、メラネシアにおいてオーストラリアが独占的に影響力行使する いう構図を崩壊させた。援助、投資、貿易や軍事などあらゆる面で中国 南太平洋島嶼国関係強化が進んでおり、当然のことながらこれは の影響力拡大に繋がり、それにともないオース
れる。二〇〇六年四月に開催された第一回中国・太平洋島嶼国経済開発フォーラムにおいて、中国は三億八三〇〇万ＵＳドルの開発援助（三年間で供与）の実施と、太平洋島嶼国が抱える対 債務の放棄を発表した。ま 、二〇一三年一一月に開催された第二回フォーラムにおいて、中国は二〇億ＵＳドルの援助計画（四年間で供与）を発表した。二〇〇六年の第一回フォーラムで示した援助は太平洋島嶼地域における台湾との外交競争がその背景にみられたが、台湾との外交休戦が結ばれ 二〇 八年以降、つまり二〇一三年の第回フォーラムでの援助 は、オーストラリアおよびニュージーランドを中心とする南太平洋 現行秩序に対する中国の戦略的意図（挑戦）が少なからずみて取れる。　
フォーラムで発表された援助以
外にも、中国は太平洋島嶼国に多くの援助プログラムを実施している。二〇〇六～一一年の間に、外交関係を持つ島嶼八カ （ミクロネシア連邦、サモア クック諸島、ニウエ、トンガ、フィジー、バヌアツ、ＰＮＧ）に対して八億五〇〇〇万ＵＳドルの援助が行われた（参考文献⑤、三五〇ページ） 。また、中国の海外援助白書によると、二〇一〇～一二年の間に太平洋島嶼国に対して六億五〇〇万ＵＳドルの援助が行われた（参考文献⑩、三五〇ページ） 。この二つの数値は、中国 島嶼国援助が近年増加傾向にあることをよく示している。　
ローンの償還期間などの契約条
件が不透明で 、援助の質が担保されないといった中国援助する様々な 満が島嶼国から出ていることは確かである（参考文献④、一七〇ページ） 。しかし他方で、島嶼国に って中国からの援助は、ドナーの新たな選択肢を示すもの あり 西欧からの援助ギャップを埋めるものとして歓迎されている（参考文献⑭、一六―一七ページ） 。中国からの援助は、ガバナンスや価値観を援助 条件として課すオーストラリア ニュージーランド、アメリカやＥＵと
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違い、 「
O
ne C
hina P
olicy 」への
支持以外の条件を付与しない（参考文献⑬、四四ページ） 。また、「中国は欲しい援助をくれる」 （参考文献④、一六八ページ）といわれており、こうした点においても中国援助は島嶼国から歓迎されている。　
さらに、中国は、反オーストラ
リア色の強い地域機関であるメラネシア先鋒グルー プ （
M
elanesia 
Spearhead G
roup ：ＭＳＧ）や太
平洋諸島開発フォーラム （
P
acific 
Islands D
evelopm
ent F
orum
：Ｐ
ＩＤＦ）の設立に援助を行っている。これらは、島嶼国とオ ストラリアとを引き離し、太平洋島嶼地域におけるオーストラリアの影響力低下および中国の影響力強化への動きとして解釈できる。　
このように、南太平洋地域にお
いてオーストラリアが独占的に影響力を行使するという時代は終わりを迎え おり、同地域に ける中国の影響力が拡大すると同 にオーストラリアの影響力は低下しつつある。●オーストラリアの対島嶼国
外交の課題
　
オーストラリア政府は、フィジ
ーの二〇〇六年一二月のクーデター以降、軍事政権に対して、クーデター当事者や幹部軍人など 渡豪制限、外交関係の制限など様々な制裁措置を課し 圧力による民政復帰（早期の選挙実施）要求を行ってきた。オーストラリア政府は、フィジー政府が民政復帰を進めない限り制裁を続けると表明し、二〇一三年九月の新憲法公布まで対フィジー政策のスタンスを崩すことはなかった。　
しかしながら、オーストラリア
のこうした制裁は、フィジー 民政復帰を促す効果を全く持たなかった （参考文献③） 。それどころか、民政復帰を迫るオーストラリアからのプレッシャーは、オーストラリアとフィジーの関係を大きく悪化させた。さらに、フィジーを孤立させよう するオ ストラリア、ニュージーランド、アメリカなどのアプローチは、フィジーと諸外国とが新たな協調関係を構築しかつ発展させやすい環境を作 こととなり、とりわけフィジー 中国との関係強化を生みだした。　
ハンソン（参考文献⑦）による
と、中 の対フィジー援助は二〇〇五年の一〇〇万ＵＳドル、二〇〇六年の二三〇〇万ＵＳドルから、
クーデター後の二〇〇七年には一億六〇〇〇万ＵＳドルにまで跳ね上がった。また、二〇〇五年の中国の対フィジ 援助額が二五万ＵＳドル、二 七年が二億九三〇〇万ＵＳドルといっ データもある（参考文献②） 中国政府が正式な援助額を公表して ないため、様々なデータがあるが、ずれにせよ中国の対フィジー援助が二〇〇六年以降急激に増加したことは間違いない。また、二〇〇六年のクーデター以降、バイニマラマ首相およびナイラティカウ大統領の訪中、習近平副主席のフィジー訪問をはじめハイランクの相互訪問が頻繁に行われている。　
こうした結果、フィジー政府は、
「我々の主権を尊重してくれる中国はいつもフィ の友人である」 （参考文献⑥） 、 「フィジー中国という友人がいる限りオーストラリアは必要ない」 （参考文献⑧、七ページ）というような「親中」「離豪」の考えを示すようになった。つまり、圧力によって民政復帰を要求するオーストラリアの対フィジー政策は、フィジーにおける中国の影響力拡大、オーストラリアの影響力低下を作 出した。　
二〇一三年九月にフィジー新憲
法が公布されて以降、オーストラリアはフィジーとの関係改善へ向けて本格的に動き出した。そして、二〇一四年三月末には渡航制裁を解除し、総選挙後の二〇一四年一〇月末にすべ の制裁を解除した。しかしながら フィジー おけるオーストラリアの影響力回復はうまく進んでい いようである。オーストラリアの価値観への追従の要求、それにともない八年間に渡って実施されてきた制裁、こうしたオーストラリアの外交スタンスが、フィジーとの関係 重大 禍根を残したことは間違いない。　
また、オーストラリアの対島嶼
国政策は、外交の重要なツールである開発援助の手法をめぐっても、大きな課題に直面している。オストラリアは、ＰＮＧを経済、社会制度、ガバナンスなど様々な面において非常に脆弱な社会であるとみており、こうした脆弱性の解決をＰＮＧ開発の課題として挙げてきた。とりわけガバナンスの改善に力を入れて り、二〇〇四年以降、ＰＮＧへの援助総額 約三〇～五〇％が割り当 られている。　
しかしながら、ガバナンス改善
への援助は現在までのところほとんど成果を上げておらず、そ ど
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ころか、ガバナンス改善の手法はＰＮＧから強い反発を招いている。特に９・
11以降、オーストラリア
は介入アプローチを採用しており、ＰＮＧのガバナンス改善へ向けて警察、財政、司法などの重点行政分野へのオーストラリア人アドバイザーの積極的な派遣を行ってきた。しかし、そもそもＰＮＧはオーストラリアによるグッドンスの強調を好んでおらず、さらにＰＮＧ政府機関の主要ポジションへのオーストラリア人アドバイザーの配置を 「新植民地主義」 の考えによるも であるとし、強い怒りを表明してきた （参考文献⑫、 一二九ページ） 。 その結果、 オーストラリアは一度は介入アプロ チからのシフトを表明した の 、二〇一三年末に五〇名の警察官を派遣し （参考文献⑫、 一三〇ページ） 、また現在三五名のオーストラリア人アドバイザーを政府機関に配置している
⑴。つまり、オーストラ
リア援助によるガバナンス強化「新植民地主義」であるといった強い批判を再び生む可能性がある。　
同様の批判はソロモン諸島の事
例においてもみられる。ガダルカナル島において一九九八年以降繰り返されてきた部族間の武力衝突
に対して、二〇〇三年七月、オーストラリア政府は、ソロモン諸島政府の要請を受け、オーストラリアを中心とするソロモン諸島地域支援ミッション（
the R
egional 
A
ssistance M
ission to Solom
on 
Islands ：ＲＡＭＳＩ）を派遣した。
ＲＡＭＳＩは、 「法と秩序の回復」 「政府機能の回復」 「経済ガバナンスの改善と経済成長」の三つの柱から成っている。　
政府機能の回復、経済ガバナン
スの改善へ向け、 ＭＳＩは約八〇人のアドバイザー（大多数がオーストラリア人）を財務省や司法部門などの主要ポジションに配置した。これは財政の安定化 税務管理の改善および政府機能の改善をもたらしたとして一定 評価を得ている（参考文献⑨） 。しかし他方で、外国人アドバイザーをソロモン諸島政府機関の主要ポジションに配置するといった手段は「新植民地主義」の考えによるものであるとして強い反発を招いており、 「ＲＡＭＳＩにおけるオーストラリアとソロモン諸島との関係は、支配者―被支配者である」（参考文献①）といった批判を生んでいる。実際、政府の主要な意思決定および行政実務はＲＡＭＳ
Ｉのアドバイザーが中心となって行っており、また事実上政府の財布のひもは外国人アドバイザーが握っていたといわれている（参考文献①） 。 「新植民地主義」への批判は、特にソガヴァレ政権期（二〇〇六～二〇〇七年）に高まりをみせた。ソロモン人主導によるづくりが目指され、オーストラリア人アドバイザーを政府から排除しようとする動きが強くみられた。しかし、現在においても、ソロモン諸島の財務省および司法部門には多くのオーストラリア人アドバイザーが配置されており、アドバイザーと現地役人 間には常に緊張があるといわれている
⑵。
　
このようにフィジーはもちろん
のこと、ＰＮＧやソロモン諸島においても、オーストラリア離れ傾向がある 考えられる。実際、「ＰＮＧにおけるオーストラリアの影響力は低下しつつある」 （参考文献⑫、一二九ページ） 、 「ソロモン諸島はオーストラリアとの繋がりの強化を考えていな 」 （参考文献⑪）といわれ る。●オーストラリアの影響力回
復へ向けて
　
中国の南太平洋島嶼地域への進
出は、島嶼国にパートナーの新たな選択肢を与えるとともに、同地域におけるオーストラリアの影響力低下をもたらしてい 。こうした状況のなか、島嶼地域における影響力の回復および強化は、オーストラリアにとって喫緊の課題となっている。つまり、オーストラリアの対島嶼国政策は大きな岐路を迎えているといえよう。　
事例を示したフィジー、ＰＮＧ、
ソロモン諸島に対するオーストラリアの政策の根本は同じであり、オーストラリアの価値観に沿っ国家建設をオーストラリアのやり方で推し進めるというものである。これまでも 圧制的政策に対する島嶼国からの反発は強くみられ、オーストラリアと島嶼国の関係 入り込むスペースは作られていたが、そこに入り込むプレイヤーが存在しなかった。島嶼国におけるオーストラリアの影響力が独占的であった状況下は、反発がその影響力の低下につながることは考え くかった。しかし、新興経済勢力が出現そして台頭し、島嶼国がパートナーを選択できる現在の国際情 において、圧制的政策の実施 島嶼地域における新興国の勢力拡大、さらにオ
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ーストラリアの影響力低下に繋がる。実際、中国がスペースに入り込み、オーストラリアへの依存体質からの脱却を考えていた島嶼国は中国との関係を強化し、南太平洋地域におけ オ影響力 低下しつつある。特にフィジーにおける中国 影響力拡大はすでに顕著であり、オーストラリアはＰＮＧおよびソロモン諸島がフィジー化するのを防がな ればならない。また、フィジーにおける影響力の回復も急務となっている。　
新興経済勢力の出現、競争的な
援助環境、そして島嶼国がパートナーを選択でき 時代にお て、オーストラリアは島嶼国との関係にこれ以上大きなスペースを作るべきではない。影響力の回復、強化に向けて、オ ストラリアは島嶼国からの反発を抑えるため 政策転換が必要であろう。つまり、島嶼国との「イコールパ トナー」という関係の構築へ向け、言葉だけでなく、相互尊重（相互責任）の基礎のもと共に国家建設を行うという考えを実行に移すことが不可欠となっている。（せがわ
　
のりゆき／大阪学院大
学国際学部准教授）
《注》⑴
 二〇一四年九月二二日に筆者が行ったオーストラリア外務貿易省（
D
ep
artm
en
t of F
oreig
n 
A
ffairs and T
rade ：ＤＦＡＴ）
ＰＮＧ担当者へのインタビューより。
⑵
 二〇一四年九月二二日に筆者が行ったＤＦＡＴソロモン諸島担当者へのインタビューより。
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